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アンケート調査概要 

 

宮崎県における男女共同参画に関する意識と実態を統計的に把握し、今後の男女共同参画施策の一層の推

進を図るための基礎資料を得ることを目的として実施しました。 

調査の目的 

◆調査地域：宮崎県全域 

◆調査対象：宮崎県在住の 18歳以上の男女 3,000人（男女各 1,500人） 

      但し、宛先不明戻り 14通を含む 

◆抽出方法：無作為抽出 

◆調査方法：郵送配付・郵送またはインターネット回答・督促状１回 

◆調査期間：令和 7年 9月 9日～10月 24日 

※締切後、一定期間は調査票回収を行った 

◆調査内容：男女平等意識、家庭生活、仕事と生活の調和、人権への配慮、男女共同参画センター、 

男女共同参画施策 等 

◆有効回収数：1,240件（有効回収率：41.3％） 

 

女性, 56.0%

男性, 43.0%

無回答, 1.0%

性別

n=1,240

18・19歳, 1.5%

20～29歳, 7.9%

30～39歳, 10.4%

40～49歳, 14.0%

50～59歳, 17.3%
60～69歳, 18.5%

70歳以上, 29.8%

無回答, 0.7%

年齢

n=1,240

1 

１ 

結婚している, 62.1%

離別・死別した, 18.0%

結婚していない, 19.2%

無回答, 0.7%

婚姻状況

n=1,240



 

 

  

男女平等意識について 

 

２ 

男女の平等感については、様々な分野で男性の方が優遇されていると感じている人のほうが多くなってい

ます。特に、「政治の場」、「社会通念・慣習・しきたりなど」、「社会全体」では全体の６割以上が男性優遇と

感じており、「平等である」と感じている人は２割未満となっています。 

一方で、「学校教育の場」では５割以上の人が男女平等であると感じています。 

２ 

男女の平等感 

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」というような性別によって役割を固定する(決めつけ

る)考え方について、賛成する人が 7.6％、反対する人が 67.7％となっており、前回調査時より反対の割合

が上昇しています。 

性別でみると、反対は女性（72.5％）の方が男性（62.3％）より高くなっており、男女の差がみられます。 

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである」という考え方について 

前回調査時から賛成意見

の割合は低下し、反対意見

の割合が上昇 

性別によって役割を決め

つける考え方に反対する

人が約７割 

「学校教育の場」では 

平等であると感じている

人が半数以上 

「政治の場」では、約７割

が男性優遇と感じている 

男性の方が

非常に優遇

されている

8.9 

8.0 

1.2 

6.5 

30.4 

9.9 

17.2 

10.1 

どちらかとい

えば男性の

方が優遇さ

れている

36.7 

32.7 

13.8 

32.3 

39.2 

30.9 

47.7 

50.3 

平等である

35.8 

33.9 

52.3 

32.5 

13.6 

31.2 

16.1 

15.1 

どちらかとい

えば女性の

方が優遇さ

れている

3.9 

5.9 

2.2 

3.8 

1.3 

4.1 

2.3 

2.7 

女性の方が

非常に優遇

されている

0.5 

0.6 

0.2 

0.2 

0.2 

1.0 

0.6 

1.5 

どちらともいえ

ない

11.9 

14.2 

24.4 

21.4 

12.1 

18.7 

13.3 

17.3 

無回答

2.4 

4.8 

6.0 

3.2 

3.2 

4.2 

2.7 

2.9 

0 20 40 60 80 100

項目

①家庭生活の場

②職場

③学校教育の場

④地域社会

（町内会、自治会など）

⑤政治の場

⑥法律や制度の上

⑦社会通念・慣習

・しきたりなど

⑧社会全体

（％）

（ｎ=1,240）

賛成計

7.6 

5.9 

9.7 

反対計

67.7 

72.5 

62.3 

どちらともいえない

24.0 

21.2 

27.6 

無回答

0.8 

0.4 

0.4 

0 20 40 60 80 100

項目

全体(n=1,240)

女性(n=695)

男性(n=533)

（％）

10.2 62.6 25.0 2.3 

0 20 40 60 80 100

【参考】

R２年（n=1,286）

（％）



 

 

  

主に妻

3.7 

8.9 

35.2 

76.9 

43.8 

68.5 

22.3 

62.9 

8.3 

34.1 

15.9 

45.3 

3.7 

12.6 

夫婦が同程度分担

53.3 

33.3 

59.5 

19.3 

48.5 

18.6 

72.9 

34.0 

72.2 

33.1 

80.7 

48.0 

72.8 

52.2 

主に夫

40.2 

57.7 

1.9 

3.7 

4.5 

12.8 

1.7 

3.2 

16.3 

32.8 

1.9 

6.7 

20.0 

35.2 

無回答

2.8 

3.4 

3.2 

3.1 

3.2 

1.4 

3.5 

0 20 40 60 80 100

項目

理想（ｎ=738）

現状（ｎ=738）

理想（ｎ=755）

現状（ｎ=755）

理想（ｎ=753）

現状（ｎ=753）

理想（ｎ=480）

現状（ｎ=480）

理想（ｎ=713）

現状（ｎ=713）

理想（ｎ=415）

現状（ｎ=415）

理想（ｎ=749）

現状（ｎ=749）

（％）

３ 

64.5 

60.4 

55.4 

41.6 

39.9 

37.0 

25.7 

2.7 

66.3 

67.6 

61.9 

44.5 

45.6 

39.9 

28.9 

1.9 

62.5 

51.0 

47.8 

38.3 

32.8 

34.0 

21.6 

3.9 

0 20 40 60 80 100

夫婦や家族間での

コミュニケーションをよくはかること

男性による育児・介護・家事などについて、

職場における上司や周囲の理解を進めること

男性が 育児・介護・家事 などに参加すること

に対する男性自身の抵抗感をなくすこと

社会の中で、男性による育児 ・ 介護・家事

などについても、その評価を高めること

年配者や周りの人が、夫婦の役割分担などについて

当事者の考え方を尊重すること

労働時間短縮や休暇制度、テレワークなどのＩＣＴを利

用した多様な働き方を普及することで、仕事以外の時

間をより多く持てるようにすること

男性が 育児・介護・家事 などに参加すること

に対する女性の抵抗感をなくすこと

特に必要なことはない

（％）

全体(n=1,240) 女性(n=695) 男性(n=533)

男性が家事・育児に参加するために必要なこと（複数回答） 

男性が家事・育児に参加

するためには「夫婦や家

族間でのコミュニケーシ

ョンをよくはかること」

が必要 

職場や周囲の理解、男性自

身の意識改革も必要と考

えられている 

男性が家事・育児に参加するために必要なことについて、「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよく

はかること」（64.5％）が最も高く、次いで「男性による育児・介護・家事などについて、職場における上司

や周囲の理解を進めること」（60.4％）、「男性が育児・介護・家事などに参加することに対する男性自身の

抵抗感をなくすこと」（55.4％）となっています。 

性別でみると、特に女性では、「男性による育児・介護・家事などについて、職場における上司や周囲の理

解を進めること」が７割弱と高い割合となっています。 

夫婦の役割分担の理想と現状 

家計を支える 

家事(掃除・洗濯等) 

家計の管理 

育児・しつけ 

地域行事の参加 

親の世話・介護 

家庭の問題の 

最終的な決定 

現状において「主に妻」の

分担が最も高いのは家事

（76.9％）、「主に夫」の

分担が最も高いのは家計

を支える（57.7％） 

同程度分担することを理

想とする人は、ほとんどの

項目で半数以上 

家庭生活における役割分担について、ほとんどの項目において、夫婦で分担することを理想とする人は半

数を超えていますが、現状ではほとんどの項目で同程度分担している人が５割未満と、理想と現状に乖離が

みられます。 

特に、育児については、夫婦で同程度分担することを理想とする人が７割を超えているものの、現状では

育児は「主に妻」の分担の割合が６割を超えており高くなっています。 

家庭生活について 

 

３ 



 

 

  

４ 

女性の就業について、『就労継続型（結婚や子どもができても、ずっと仕事をもっている方がよい）』を支

持する人が全体の６割以上を占めており、最も高くなっています。 

前回調査時と比較すると、『就労継続型』を支持する割合は大きく上昇しており、『中断再就職型（子ども

ができたら仕事をやめ、大きくなったら再び仕事を持つ方がよい）』は低下しています。 

女性の就業についての意識 

前回調査時から『就労継続

型』は大きく上昇している 

（53.0％→66.5％） 

男女とも、『就労継続型』を

支持する割合が最も高く

なっている 

男女とも「仕事と家庭生

活」を優先したいが、現状

では女性は「家庭生活」、

男性は「仕事」を優先して

いる 

仕事と生活のバランスの希望と現状 

仕事と生活のバランスについて、現状では「仕事と家庭生活」（23.5％）が最も高く、次いで「家庭生活」

（22.3％）となっています。 

性別でみると、男女とも「仕事と家庭生活」優先希望が最も高くなっていますが、現状では女性は「家庭

生活」、男性は「仕事」を最も優先しており、希望と現状に乖離がみられます。 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）について ４ 

「仕事」

3.8 

20.2 

1.2 

13.8 

7.3 

29.1 

「家庭

生活」

16.6 

22.3 

17.6 

29.1 

15.8 

13.7 

「地域・

個人の

生活」

3.7 

4.0 

3.7 

4.0 

3.8 

3.9 

「仕事」

と

「家庭

生活」

32.6 

23.5 

30.4 

23.3 

35.8 

24.0 

「仕事」

と

「地域・

個人の

生活」

3.7 

5.0 

3.2 

3.9 

4.5 

6.4 

「家庭

生活」

と

「地域・

個人の

生活」

11.0 

8.8 

12.5 

10.4 

9.4 

6.9 

「仕事」

と

「家庭

生活」

と

「地域・

個人の

生活」

19.4 

5.4 

20.9 

4.9 

17.3 

5.6 

わから

ない

5.8 

7.9 

7.5 

7.6 

3.4 

8.3 

無回答

3.3 

2.9 

3.2 

3.0 

2.8 

2.1 

0 20 40 60 80 100

項目

全体/希望（ｎ＝1,240）

全体/現状（ｎ＝1,240）

女性/希望（ｎ＝695）

女性/現状（ｎ＝695）

男性/希望（ｎ＝533）

男性/現状（ｎ＝533）

（％）

結婚や子どもが

できても、ずっと

仕事をもってい

る方がよい

66.5 

67.6 

65.9 

結婚するまで

は、仕事をもつ

方がよい

1.4 

1.2 

1.7 

子どもができる

までは、仕事を

もつ方がよい

3.0 

2.6 

3.6 

子どもができたら

仕事をやめ、大き

くなったら再び仕

事をもつ方がよい

19.2 

18.4 

19.7 

女性は仕事をも

たない方がよい

0.2 

0.1 

0.4 

その他

5.2 

4.7 

5.8 

無回答

4.6 

5.3 

3.0 

0 20 40 60 80 100

項目

全体(n=1,240)

女性(n=695)

男性(n=533)

（％）

53.0 2.3 3.5 30.7 0.4 3.9 6.2 

0 20 40 60 80 100

【参考】

R２年（n=1,286）

（％）



 

 

  

５ 

31.6 

30.9 

21.7 

21.1 

19.7 

17.1 

9.9 

9.2 

5.9 

5.3 

1.3 

2.6 

31.0 

33.0 

25.0 

20.0 

21.0 

16.0 

10.0 

10.0 

4.0 

6.0 

1.0 

2.0 

33.3 

27.5 

15.7 

23.5 

17.6 

19.6 

9.8 

7.8 

9.8 

3.9 

2.0 

3.9 

0 10 20 30 40 50

相談するほどのことでもないと思ったから

相談してもむだだと思ったから

自分さえがまんすれば、なんとかこのままやっていけると思ったから

自分にも悪いところがあると思ったから

だれにも言えなかったから

他人を巻き込みたくなかったから

世間体が悪いから

そのことについて思い出したくなかったから

どこ（だれ）に相談してよいのかわからなかったから

相談したことがわかると、仕返しを受けたり、

もっとひどい暴力を受けたりすると思ったから

担当者の言動により不快な思いをすると思ったから

その他

（％）

全体(n=152) 女性(n=100) 男性(n=51)

「どこ（だれ）に相談して

よいのかわからなかった

から」という意見もあり、

相談先の周知が必要 

相談しなかった理由（複数回答） 

相談しなかった理由について、「相談するほどのことでもないと思ったから」（31.6％）が最も高く、次い

で「相談してもむだだと思ったから」（30.9％）となっています。 

配偶者等から暴力を受けた時の相談先（複数回答） 

配偶者等から暴力を受けたときの相談について、「どこ（だれ）にも相談しなかった」（51.4％）が最も高

くなっています。性別でみると、男性はどこにも相談しなかった人が７割弱と特に高くなっています。 

相談した人の相談先としては、「友人・知人」の割合が最も高くなっています。 

配偶者等から暴力を受けた経験 

配偶者等から『何らかの暴力を受けた』経験がある人（女性 31.4％、男性 14.3％）の割合は、女性の方

が 17.1ポイント高く、男女の差がみられます。 

５ 人権への配慮について 

 

51.4 

29.4 

25.0 

2.7 

8.4 

45.9 

29.8 

29.4 

3.7 

10.6 

67.1 

28.9 

11.8 

0.0 

2.6 

0 20 40 60 80 100

どこ（だれ）にも相談しなかった

友人・知人に相談した

家族に相談した

警察に連絡・相談した

その他に相談した

（％）

全体(n=296) 女性(n=218) 男性(n=76)

「どこ（だれ）にも相談し

なかった」人の割合が最も

高くなっている 

23.9 

69.4 

31.4 

61.9 

14.3 

80.1 

0 20 40 60 80 100

何らかの暴力を受けた

【全体－「そのような経験は全くない」－無回答】

そのような経験は全くない

（％）

全体(n=1,240) 女性(n=695) 男性(n=533)

女性の３割強、男性の１割

強が、配偶者等から『何らか

の暴力を受けた』経験があ

ると回答している 



 

 

  

６ 男女共同参画センターについて 

 

７ 男女共同参画施策について 

 

宮崎県男女共同参画センターの利用してみたい機能について、「男女共同参画に関する幅広い情報、書籍、

資料等の収集と提供」（37.7％）が最も高く、次いで「男女共同参画に関する講演会、フォーラム、勉強会、

学習会等の開催」（33.8％）、「個別相談の充実」（28.4％）となっています。 

性別でみると、男性では「男性向け講座の実施」も高い割合となっています。 

利用してみたい宮崎県男女共同参画センターの機能（複数回答） 

37.7 

33.8 

28.4 

27.0 

27.0 

23.5 

22.5 

10.8 

1.0 

34.4 

32.0 

34.4 

34.4 

29.7 

29.7 

12.5 

7.8 

0.8 

43.4 

36.8 

18.4 

14.5 

22.4 

13.2 

39.5 

15.8 

1.3 

0 10 20 30 40 50

男女共同参画に関する幅広い情報、

書籍、資料等の収集と提供

男女共同参画に関する講演会、

フォーラム、勉強会、学習会等の開催

個別相談の充実

女性の能力向上

（女性指導者に対する研修・養成等）

男女共同参画社会づくりに取り組む

個人やグループの支援及び交流の場や機会の提供

就業講座や起業講座等による

女性の就業支援

男性向けの講座の実施

男女共同参画を推進するための

広報啓発誌等の作成と配布

その他

（％）

全体(n=204) 女性(n=128) 男性(n=76)最も利用してみたい機能

は、「男女共同参画に関す

る幅広い情報、書籍、資料

等の収集と提供」 

女性では「個別相談の充

実」や「女性の能力向上」、

男性では「男性向け講座の

実施」も高い割合 

６ 

県が推進すべき男女共同参画施策としては、「育児や介護などで一旦、仕事を辞めた人の再就職を支援す

る」（44.0％）が最も高く、次いで「労働時間の短縮や在宅勤務の普及など、男女共に働き方の見直しを進め

る」（40.2％）、「子どもの頃からの男女の平等と相互理解・協力についての教育を充実する」（38.3％）とな

っています。 

 

 

県が推進すべき男女共同参画施策（複数回答） 

44.0 

40.2 

38.3 

37.6 

22.1 

13.5 

12.8 

10.9 

7.4 

44.6 

41.3 

43.2 

39.9 

21.2 

13.5 

12.2 

10.6 

7.6 

43.7 

39.4 

32.3 

34.1 

23.1 

13.7 

13.7 

11.3 

7.1 

0 10 20 30 40 50

育児や介護などで一旦、

仕事を辞めた人の再就職を支援する

労働時間の短縮や在宅勤務の普及など、

男女共に働き方の見直しを進める

子どもの頃からの男女の平等と

相互理解・協力についての教育を充実する

保育の施設やサービス、高齢者や病人の

施設や介護サービスを充実する

地方公共団体の審議会委員や管理職など、

政策決定の場に女性を積極的に登用する

女性や男性の生き方の

悩みに関する相談の場を提供する

多様なメディアを通じて、男女の平等と相互の

理解や協力について広報・啓発する

DVや性暴力などの暴力を

根絶するための施策を推進する

民間企業や各種団体、

地域で活躍する女性を育成する

（％）

全体(n=1,240) 女性(n=695) 男性(n=533)

育児や介護等によって離

職した人の「再就職支援」

が最も求められている 

再就職や働き方の見直し

といった労働面や、子ども

の頃からの教育において

男女共同参画施策を推進

すべきという意見が多い 
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８ 平成17年～令和７年の経年比較（一部抜粋） 

 
「社会全体」の男女の平等感 

（「平等である」と答えた人） 

「男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである｣ 

というような考え方に反対する人 

（「反対」、「どちらかといえば反対」と答えた人） 

女性の就業についての意識 

仕事と生活のバランスの希望と現状 

７ 

※ 『仕事優先』について、令和 2年までは「家庭生活や地域活動よりも、仕事に専念する」、「家庭生活や地域活動にも携わるが、あくまで仕事を優先させる」、令和 7年は「仕事」と回答した割合

で集計した。『両立』について、令和2年までは「家庭生活や地域活動と同じように両立させる」、令和７年は「仕事と家庭生活」、「仕事と地域･個人の活動」、「仕事と家庭生活と地域･個人の活動」

と回答した割合で集計した。『家庭生活や地域・個人の生活優先』について、令和 2年までは「仕事にも携わるが、家庭生活や地域活動を優先させる」、「仕事よりも、家庭生活や地域活動に専念す

る」、令和7年は「家庭生活」、「地域・個人の活動」と回答した割合で集計した。 
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35.5 38.2 
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仕事優先

56.0 

53.0 

47.5 

47.4 

3.8 

20.2 

両立

26.0 

17.8 

32.6 

19.0 

55.7 

33.9 

家庭生活や地域・個人の生活優先

7.1 

12.6 

7.3 

13.2 

31.4 

35.1 

わからない・無回答

10.9 

16.4 

12.6 

20.4 

9.1 

10.8 

0 20 40 60 80 100

項目

H27年/希望

H27年/現状

R2年/希望

R2年/現状

R7年/希望

R7年/現状

（％）

結婚や子どもができ

ても、ずっと仕事を

もっている方がよい

30.9 

31.2 

39.5 

53.0 

66.5 

結婚するまでは、仕

事をもつ方がよい

4.3 

5.1 

3.6 

2.3 

1.4 

子どもができるまで

は、仕事をもつ方が

よい

5.2 

6.0 

4.7 

3.5 

3.0 

子どもができたら仕

事をやめ、大きくなっ

たら再び仕事をもつ

方がよい

47.5 

46.9 

40.0 

30.7 

19.2 

女性は仕事をもたな

い方がよい

1.1 

0.9 

0.6 

0.4 

0.2 

その他

4.4 

4.9 

6.2 

3.9 

5.2 

無回答
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（％）


